
●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

国支出金 円

円

一般財源 100,000 円

円 164,000 円 166,000

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円事業費　計 100,000

164,000 円 166,000 円

その他 円 円

円

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　子どもの健やかな成長を支える家庭教育力の向上の推進を目的に，子育て講座等を実施し保護
者への学習機会の提供を行っています。

円

地方債 円 円

円 円

県支出金 円 円 円

受益者負担金 円 円

【01090402】文化センター費

主な取組
①生涯学習推進事業の充実 事業 家庭教育セミナー事業

事業
業績

　学習活動により家庭教育の重要性を学ぶと共に，保護者同士の交流を深め子育てに関する情報交換を行う。
　講演　「私の歩んできた道」講師　山口凌河氏（ゴールボール全日本代表選手）
　体験学習　雪印メグミルク阿見工場見学，ヨガ体験など

根拠法令等  　

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

実施形態

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 家庭教育セミナー事業 評価番号 3-3-8-1(1)

担当課 生涯学習課 係 文化センター係

予
算
科
目

会計 【01】一般会計

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

基本施策 【３】学びやすい生涯学習環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【８】地域の特性を活かした生涯学習事業の推進 目

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

 

　事業費は全て報償費で，講師謝礼となっています。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　活動に係る消耗品等の経費は，全て参加者の負担となってい
ます。

　保護者が安心して子育てをするための学習の場を提供してい
ます。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　他に類似した事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　子どもの健やかな成長と，保護者が子育てを通じて自らの人生を豊かにしていくための学習機会の場を提供
して行きます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　少子化及び保護者の就業形態によりセミナー等の参加者が増
えない状況です。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　子どもの健やかな成長を支える家庭教育力の向上の推進を目
的に，学習の場を提供しています。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　保護者が子育てを通じて自らの人生を豊かにしていくことを
目的に，家庭教育を推進します。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

国支出金 円

円

一般財源 463,708 円

円 461,224 円 533,413

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円事業費　計 463,708

461,224 円 533,413 円

その他 円 円

円

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　新成人の輝かしい将来を祝福し，希望に満ちた第一歩を踏み出すための式典を開催いたしま
す。

円

地方債 円 円

円 円

県支出金 円 円 円

受益者負担金 円 円

【01090402】文化センター費

主な取組
①生涯学習推進事業の充実 事業 成人式典事業

事業
業績

　式典の企画運営は，新成人による実行委員会を組織して行っています。

根拠法令等  　

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

実施形態

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 成人式典事業 評価番号 3-3-8-1(2)

担当課 生涯学習課 係 文化センター係

予
算
科
目

会計 【01】一般会計

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

基本施策 【３】学びやすい生涯学習環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【８】地域の特性を活かした生涯学習事業の推進 目

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

 

　事業費の主なものは，記念品，記念写真が主なものであり，
コスト削減の余地はありません。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　受益者負担を求める事業ではありません。

新成人の輝かしい未来を祝福するため廃止・休止はできませ
ん。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　成人としての輝かしい将来を祝福し，希望に満ちた第一歩を踏み出すための式典を継続して開催していきま
す。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　式典の開催という事業内容から成果を向上させる余地はあり
ません。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　式典を開催することにより，成人としての自覚を持ち，積積
極的な社会参加に推進しています。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　新成人に町の将来の担い手としての自覚を持ってもらうため
に妥当であると考えます。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

国支出金 円

円

一般財源 608,480 円

円 468,000 円 390,000

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円事業費　計 608,480

468,000 円 390,000 円

その他 円 円

円

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　住民の教養向上及び健康増進を目的に，住民ニーズや実情に応じた学習講座を開催いたしま
す。

円

地方債 円 円

円 円

県支出金 円 円 円

受益者負担金 円 円

【01090402】文化センター費

主な取組
②住民ニーズに応じた学習講座の開催 事業 文化センター講座事業

事業
業績

　令和元年度：初心者向けの俳句，初心者の絵手紙，ドライフラワー作り，初心者向けのヨガ，お菓子作りを
行なっています。

根拠法令等  　

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

実施形態

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 文化センター講座事業 評価番号 3-3-8-2

担当課 生涯学習課 係 文化センター係

予
算
科
目

会計 【01】一般会計

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

基本施策 【３】学びやすい生涯学習環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【８】地域の特性を活かした生涯学習事業の推進 目

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

 

　事業費は，全て講師謝礼となっており，コスト削減は難しい
と考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　参加者の負担は，講座に係る消耗品のみとなっています。

住民の教養向上及び健康増進を図ることを目的にしているため
です。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　生涯学習センターでも講座事業を実施しており，講座内容が
重複しないように調整しています。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　住民の教養向上及び健康増進を目的に，住民ニーズや実情に応じた学習講座を選定し，継続して開催してい
きます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　住民ニーズや実情に応じた講座を開催するため，毎年，開催
内容を見直ししています。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　住民の教養向上及び健康増進に貢献しています。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　生涯学習環境の整備を図っています。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

円事業費　計 261,748 円 201,172 円 220,729

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円

一般財源 261,748 円 201,172 円 220,729 円

その他 円 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

県支出金 円 円 円

国支出金 円

事業
業績

　主に，夏休み等の長期休暇を利用し，日本文化（茶道・琴・華道）の体験や，料理教室など，親子で一緒に
体験することの重要性を再認識することができた。また，学習や体験でを通じて，創意工夫することを身につ
ける機会を児童に提供することができました。

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

円 円

新規・継続  事業開始年度 令和 元 年度

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　青少年育成事業として，子ども体験講座・わくわく体験講座・親子ふれあい体験講座を開催
して日本文化の体験や親子での体験，異年齢及び他の小学校の児童との交流を図ることを目的
としています。

【01090406】生涯学習事業費

主な取組
③子ども体験事業の推進 事業 生涯学習講座事業

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 生涯学習講座事業 評価番号 3-3-8-3(１)

担当課 生涯学習課 係 社会教育係

予
算
科
目

会計 【01】一般会計

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

基本施策 【３】学びやすい生涯学習環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【８】地域の特性を活かした生涯学習事業の推進 目

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　日本の伝統文化（茶道・琴・華道）の体験などは，貴重な体験と考えている。また，親子で一緒に体験する
ことも重要な体験となることから，継続が必要と考えます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　支出については，主に講師謝礼等の経費であり，材料費は自
己負担となっている。これ以上の削減は難しいと考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　原則として，講座に係る経費（材料費）は，自己負担となっ
ていることから，適正と考えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　現在は，主に夏休み等の長期休暇に講座を開催している。夏
休みは，児童にとって，学校の課題やスポーツ活動などもある
ことから，これ以上の講座の開催は難しいと考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　特に，日本の伝統文化（茶道・琴・華道）の体験などは，貴
重な体験と考えることから，廃止や休止は考えておりません。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　主に，小学児童を対象とした体験講座を開催している。ま
た，親子で一緒に体験する講座も取り入れています。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　町内の小学児童に対して，多様な学習機会を提供することが
必要と考えます。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

円事業費　計 円 73,360 円 393,297

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円

一般財源 円 73,360 円 393,297 円

その他 円 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

県支出金 円 円 円

国支出金 円

事業
業績

　利根町図書館を会場に，英語教室を開催し年間１５回，延べ２５９名の参加者があり，英語に対する興味関
心を高めることができた。また，講師については町内小学校に勤務しているALTの先生に依頼をしており，学
校の英語授業のように親しみをもって英語教室の開催ができるよう配慮いたしました。。

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

円 円

新規・継続  事業開始年度 令和 元 年度

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　小学生を対象とした英語教室の開催により，英語に慣れ親しんだり，楽しく英語にふれるこ
とで，興味関心を深めることを目的としています。

【01090406】生涯学習事業費

主な取組
③子ども体験事業の推進 事業 英語教室事業

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 英語教室事業 評価番号 3-3-8-3(2)

担当課 生涯学習課 係 社会教育係

予
算
科
目

会計 【01】一般会計

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

基本施策 【３】学びやすい生涯学習環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【８】地域の特性を活かした生涯学習事業の推進 目

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　これから，国際化する社会に対応するために，英語に親しむ機会の提供を継続することが必要と考えます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　支出については，主に英語講師派遣委託料及び補助員１名の
謝礼金であるため，削減は難しいと考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　英語に親しむことを基本として考えているいるため，受益者
負担は難しいと考えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　月１～２回程度の割合で，土曜日に英語教室を開催している
が，スポーツや学習塾などもあることから，難しいと考えま
す。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　国際的な社会人を育成するためには，必要不可欠であると思
います。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　小学生を対象とした学習教室の拡充として，国際的な社会人
育成のために，英語教室を開催しました。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　学校で英語教育を実施するにあたり，より多く英語に触れる
機会を提供することによって，英語に関して興味関心を持ち英
語教育の向上につながると考えます。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 生涯学習講座事業 評価番号 3-3-8-4

担当課 生涯学習課 係 社会教育係

予
算
科
目

会計 【01】一般会計

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

基本施策 【３】学びやすい生涯学習環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【８】地域の特性を活かした生涯学習事業の推進 目 【01090406】生涯学習事業費

主な取組
④移動学習事業の充実 事業 生涯学習講座事業

根拠法令等  　

新規・継続  事業開始年度 令和 元 年度

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　青少年育成事業として，自然体験交流事業を実施し異年齢及び他の小学校の児童との交流を
図りました。

事業
業績

　自然体験交流事業として，自然の中でのトレッキング・星空観察を７月２９日・３０日に実施した。交流事
業は，町内の小学５・６年生１５名と嬬恋村の児童と交流を図ることができ，中学校進学前の６年生について
は，思い出深い体験となりました。

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

円 円

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円 75,000

円 314,837 円

その他 円 円

円事業費　計 円 円 389,837

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円

一般財源 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　移動学習として，小学生を対象に自然体験交流事業を新規追
加し拡充を図りました。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　町内の小学児童に対し，豊かな人間性を育むため，多様な学
習機会を提供することが必要と考えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　現在は，主に夏休み等の長期休暇に各種講座を開催してい
る。夏休みは，児童にとって，学校の課題やスポーツ活動など
もあることから，これ以上の講座の開催は難しいと考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　他市町村の児童との交流は，貴重な体験であることから，廃
止や休止は考えておりません。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　自然体験交流事業については，他市町村の児童との交流の機会でもあることから，継続が必要と考えます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　支出については，主に訪問先の講師謝礼等の経費であり，参
加者には，自己負担もしていただいていることから，これ以上
の削減は難しいと考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　原則として，自然体験交流事業については宿泊費相当分を自
己負担でお願いしている。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

評価番号

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名

担当課

施策

基本方針

基本施策

予
算
科
目

会計

款

係

旧東文間小学校管理事業

【01】一般会計

【0109】教育費

【010904】社会教育費

【01090401】社会教育総務費

旧東文間小学校管理事業

生涯学習課 生涯学習センター係

【３】学びやすい生涯学習環境の整備

3-3-9-1

主な取組

基
本
計
画

項

目

事業

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり

【９】生涯学習環境の整備充実

①生涯学習施設の有効活用

根拠法令等  　

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　旧東文間小学校跡地の管理のため，環境整備の充実を図ります。

事業
業績

　旧東文間小学校跡地の管理のため，除草業務委託や，修繕等を行い，環境整備の充実を図りました。

円円

円

円

県支出金 円 円 円

国支出金

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

388,800 円 643,599 円

その他 円 円

円

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円

一般財源 0 円

事業費　計 0 円 388,800 円 643,599

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　学びやすい生涯学習環境の整備を行っています。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　町民のニーズに対応した学びやすい町の生涯学習施設として
有効活用するため整備しています。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　町の生涯学習施設として有効活用するために取り組んでお
り，生涯学習環境の整備を行って施設の利活用を検討します。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　事業の内容や，成果からも，事業の廃止・休止は難しいと考
えます。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　事業内容から類似事業ではないと考えます。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　旧東文間小学校跡地の管理を，引き続き学びやすい生涯学習施設として，環境の整備充実を行い，あわせて
生涯学習施設として有効活用するために引き続き事業に取り組み，事業を継続し整備充実の維持に努めます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　事業改善，契約方法の変更等を見直しができれば，成果を下
げずコスト削減できる余地があります。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　事業内容から受益者負担を求める事業ではないため。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績）

円

令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円

円

一般財源 43,015,267 円

円 22,363,342 円 39,832,217

事
業
費

区分

円

事業費　計 44,747,455

20,293,465 円 38,327,574 円

その他 1,732,188 円 2,069,877 円 1,504,643

円

地方債 円 円

円 円

県支出金 円 円 円

受益者負担金 円 円

国支出金

事業
業績

　利用者が快適に使用できるよう管理運営の充実を図ります。

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

年度

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　地域活動の拠点として，利用者が施設を快適且つ，暗線に利用できるよう管理運営の充実を図
ります。

新規・継続  事業開始年度

②生涯学習施設の整備

評価番号

根拠法令等  　

主な取組

基
本
計
画

項

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名

担当課

施策

基本方針

基本施策

予
算
科
目

会計

款

係

文化センター管理事業

【01】一般会計

【0109】教育費

【010904】社会教育費

【01090402】文化センター費

文化センター管理事業

生涯学習課 文化センター係

【３】学びやすい生涯学習環境の整備

3-3-9-2(1)

目

事業

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり

【９】生涯学習環境の整備充実

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

 

　施設の管理運営など幅広い業務があるため，成果を下げずコ
ストを削減することは難しいと考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　利用団体等へ使用料として受益者負担を求めており，適正で
あると思います。

　事業の内容・成果から廃止・休止はできないと考えます。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　事業内容から類似事業がありません。

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　学びやすい生涯学習環境の整備を行い，趣味のサークル活動
など，誰もが気軽に利用できる生涯学習施設として貢献してい
ます。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　町民のニーズに対応した学びやすい町の生涯学習施設として
有効活動するため妥当であると考えます。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　地域活動の拠点として，学びやすい生涯学習施設環境の整備充実に取り組み，幅広い年齢層が安心して利用
できる施設として充実強化に努めていきたいと思います。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　生涯学習活動の拠点となるよう，常に，施設の整備及び効率
的な運営を行っています。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

【01】一般会計

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 生涯学習センター管理事業 評価番号 3-3-9-2(2)

担当課 生涯学習課

基本施策 【３】学びやすい生涯学習環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【９】生涯学習環境の整備充実 目

係 生涯学習センター係

予
算
科
目

会計

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　地域活動の拠点として，生涯学習センターの利用者等に対し快適に使用できるよう管理運営の
充実を図ります。

【01090403】生涯学習センター費

主な取組
②生涯学習施設の整備 事業 生涯学習センター管理事業

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

基
本
計
画

基本方針

事業
業績

　地域活動の拠点として，生涯学習センター運営管理に対し，適宜予算措置を行い，環境整備の充実を図りま
した。

円 円

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

事業費　計 12,739,084 円 8,795,211 円 11,573,384

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

その他 1,078,422 円 1,069,430 円 1,096,368 円

一般財源 11,660,662 円

円

7,725,781 円 10,477,016 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　学びやすい生涯学習環境の整備を行い，趣味のサークル活動
など，誰もが気軽に利用できる生涯学習施設として貢献してい
ます。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　町民のニーズに対応した学びやすい町の生涯学習施設として
有効活用するため妥当であると考えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　生涯学習活動の拠点となるよう，施設の整備及び効率的な運
営を行っており，余地はないと思います。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　事業の内容や成果から，廃止・休止はできないと考えます。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　事業内容から類似事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　生涯学習センターは，地域活動の拠点として，学びやすい生涯学習施設環境の整備充実に取り組み，幅広い
年齢層が安心して利用できる施設として充実強化に努めていきたいと思います。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　施設の管理運営など幅広い業務があるため，成果を下げずコ
ストを削減することは難しいと考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　利用団体等へ利用料金として受益者負担を求めており，適正
であると思います。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績）

3,600,000 円

令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円

円

一般財源 28,640,471 円

円 31,212,497 円 37,588,068

事
業
費

区分

円

事業費　計 28,640,471

30,912,497 円 33,988,068 円

その他 円 300,000 円

円

地方債 円 円

円 円

県支出金 円 円 円

受益者負担金 円 円

国支出金

事業
業績

　施設の維持管理のため様々な業務委託を行い，設備の老朽化に伴う修繕工事を行いました。また，図書や雑
誌などを継続的に購入し，幅広い分野の蔵書を増やしました。

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

年度8平成

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　生涯学習を推進するための施設として図書館を維持管理するとともに，図書の貸出しなど住民
の利用を促進するための事業を行います。

新規・継続  事業開始年度

②生涯学習施設の整備

評価番号

根拠法令等  　

主な取組

基
本
計
画

項

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名

担当課

施策

基本方針

基本施策

予
算
科
目

会計

款

係

図書館管理・運営事業

【01】一般会計

【0109】教育費

【010904】社会教育費

【01090408】図書館費

図書館管理・運営事業

生涯学習課 庶務係

【３】学びやすい生涯学習環境の整備

3-3-9-2(3)

目

事業

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり

【９】生涯学習環境の整備充実

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

 

　指定管理者制度を導入すればコスト削減は可能と思われます
が，サービスの低下や人材の育成ができないなど，直営に戻し
た自治体もあります。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　受益者負担を求める事業ではありません。

　住民が日常的に利用し，地域社会になじんでいる現状を考慮
すると，図書館の廃止・休止の可能性はありません。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　町の生涯学習活動推進における中核施設として文化教養の向
上を図ることができていると考えます。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　公共施設には多種多様な性格と目的があり，全てが指定管理
者制度になじむ訳ではありませんが，図書館においても検討す
る余地はあると考えます。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　公立図書館の持つ役割と，利根町図書館の規模や利用状況を照らし合わせると，現状のまま維持していくこ
とが妥当であると考えます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　デジタル技術の進歩により電子図書館を導入する自治体が増
加しているなど，見直す余地はあると考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

【01】一般会計

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 子ども読書支援事業 評価番号 3-3-9-3(1)

担当課 生涯学習課

基本施策 【３】学びやすい生涯学習環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【９】生涯学習環境の整備充実 目

係 庶務係

予
算
科
目

会計

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　子どもの読書活動を推進し，豊かな人間性と学習知識への興味を醸成します。また，読書を介
して育児中の家庭を支援します。

【01090408】図書館費

主な取組
③学習活動の場の提供と利用促進 事業 子ども読書支援事業

新規・継続  事業開始年度 平成 23 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

基
本
計
画

基本方針

事業
業績

　新生児３～４か月児健診時に，ブックスタートボランティアが絵本の読み聞かせをしながら絵本２冊をプレ
ゼントしました。また，小学１年生に本１冊と推薦図書リストをプレゼントしました。

円 円

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

事業費　計 183,710 円 317,809 円 264,055

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

その他 円 円 円

一般財源 183,710 円

円

317,809 円 264,055 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　子どもの読書活動の推進に係る取り組みを，より一層充実さ
せることができていると考えます。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　ボランティアとの協働で事業を実施していますが，特にブッ
クスタートは保健福祉センターとの調整が必要であるため，町
が主体となり事業を行うことが妥当であると考えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　事業実施回数を増やしたり，新たなボランティア団体を募る
など，これまでやってきた内容を見直す余地はあると考えま
す。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　乳幼児期から親子が本に親しむことができる環境づくりを行
うことは重要でありますので，廃止・休止の可能性はありませ
ん。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　家庭や地域において子どもの成長段階に応じた読書の機会が増えるよう，読書活動を支援するための取り組
みを推進していくことが大切でありますので，現状維持のまま継続していきます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　ボランティアなので人件費はかかっておらず，子どもたちに
配布する本などの購入費用だけの事業であるため，これ以上の
削減の余地はありません。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止

可能性がある 可能性がない



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

【01】一般会計

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 図書館講演会・講座事業 評価番号 3-3-9-3(2)

担当課 生涯学習課

基本施策 【３】学びやすい生涯学習環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【９】生涯学習環境の整備充実 目

係 庶務係

予
算
科
目

会計

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　講演会（公演会）や映画上映会を開催するなど，住民の教養や調査研究及びレクリエーション
等の向上に寄与するとともに，図書館の利用促進を図ります。

【01090408】図書館費

主な取組
③学習活動の場の提供と利用促進 事業 図書館講演会・講座事業

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

基
本
計
画

基本方針

事業
業績

　夏休み子ども映画会に上映する映画フィルム１本を賃借しました。新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め，春休みに予定していた文庫公演会と子ども映画会は中止となりました。

円 円

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

事業費　計 104,800 円 164,800 円 59,400

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

その他 円 円 円

一般財源 104,800 円

円

164,800 円 59,400 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　講演会（公演会）や映画会を開催することで，大人から子ど
もまで幅広い年代の住民参加が期待できると考えます。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　他の実施主体を活用するような事業ではないため，町が主体
となり事業を行うことが妥当であると考えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　講演会（公演会）の出演者や内容，映画会の上映作品の選定
などについて見直す余地はあると考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　他ではなかなか鑑賞できないような古い時代の洋画作品など
も上映しているため，根強い映画ファンに支持されていますの
で，廃止・休止の可能性はありません。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　これに類似する事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　図書館に足を運んでもらい，図書館を知ってもらうために開催しているイベントであり，今後も必要な事業
として現状維持のまま継続していきます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　講師謝礼と映画フィルム賃借料については，コストを下げる
と集客力に影響してきますので，これ以上の削減の余地はあり
ません。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　公立図書館が行うイベント等は，受益者負担を求める事業で
はありません。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

国支出金 円

円

一般財源 969,552 円

円 1,499,767 円 1,388,383

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円事業費　計 1,551,552

499,767 円 837,883 円

その他 582,000 円 1,000,000 円 550,500

円

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　町民の文化芸術への意識を高め，潤いのある街づくりを推進するため，毎年，１１月に秋のコ
ンサートを開催します。

円

地方債 円 円

円 円

県支出金 円 円 円

受益者負担金 円 円

【01090402】文化センター費

主な取組
①文化芸術事業の推進 事業 文化芸術事業

事業
業績

令和元年度　秋のコンサート
日時　令和元年11月16日（土）１４：００から
場所　利根町公民館　多目的ホール
出演　明治大学マンドリンOB倶楽部
入場者　３６７人

根拠法令等  　

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

実施形態

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 文化芸術事業 評価番号 3-4-10-1

担当課 生涯学習課 係 文化センター係

予
算
科
目

会計 【01】一般会計

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【１０】文化活動の振興 目

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

 

　芸術性が高く人気のあるアーティストのコンサートを開催す
るため，現在の事業費は妥当と考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　入場券を販売することにより，受益者負担を求めています。

　文化芸術への意識高揚を図るため，継続することが必要であ
ると思います。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　他に類似した事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　予算の範囲内において，芸術性が高く且つ，人気のあるアーティストの出演に努めていきます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

　限られた予算の中で実施しています。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　芸術性の高いコンサートを開催することで，文化活動の振興
に貢献しています。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　町が事業主体になることにより，町民の文化芸術への意識が
高まり，観覧者が増加することが考えられます。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

円事業費　計 円 949,515 円 976,509

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円

一般財源 円 949,515 円 976,509 円

その他 円 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

県支出金 円 円 円

国支出金 円

事業
業績

　歴史に関する資料を，歴史民俗資料館内おいて保管管理を行った。また，歴史に精通した臨時職員１名によ
り古文書のデジタル化の業務を行いました。

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

円 円

新規・継続  事業開始年度 平成 年度

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　歴史資料を収集，保管し後世に継承する。また，古文書については，劣化，風化が進行する
ことが考えられるため，デジタル化を進めます。

【01090405】資料館費

主な取組
①歴史民俗資料館の資料展示の充実 事業 資料館管理事業

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 資料館管理事業 評価番号 3-4-11-1

担当課 生涯学習課 係 社会教育係

予
算
科
目

会計 【01】一般会計

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【１１】まちの文化遺産の保全 目

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　歴史民俗資料館における歴史資料の保存管理を継続し，古文書についても継続してデジタル化の作業を進め
ます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　歴史民俗資料館については，維持管理や臨時用務員の賃金の
みであるため，削減はできないと考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　県などでは，資料館の入場料を徴収している。入場料を徴収
した場合，来館者の減少が見込まれることや，町民や町外者に
対し，町の歴史をPRすることが難しくなることが考えられるた
め，十分な検討が必要と考えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　歴史等の資料については，保存管理及び後世に伝承すること
が目的であります。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　歴史等の資料については，保存管理及び後世に伝承すること
が目的であることから，廃止・休止はできません。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　歴史民俗資料館内の展示物や資料について，整理保存に努め
ました。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　歴史に関する資料等における保存管理は，町の財産であり後
世に残すために町の関与は必要であると考えます。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 利根地固め唄保存会補助金 評価番号 3-4-11-2

担当課 生涯学習課 係 社会教育係

予
算
科
目

会計 【01】一般会計

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【１１】まちの文化遺産の保全 目 【01090404】文化財保護費

主な取組
②「利根町地固め唄保存会」への支援 事業 文化財保護保存事業

根拠法令等  　 利根町指定文化財等補助金交付要綱

新規・継続  事業開始年度 平成 元 年度

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　茨城県指定無形民俗文化財である利根川の堤防工事の作業唄「利根地固め唄」の保存及び継
承をするために行う事業です。

事業
業績

　茨城県指定無形民俗文化財「利根地固め唄」保存会が，後世に残すために作業唄をイベント等において披露
することにより，多くの人に無形民俗文化財「利根地固め唄」を啓発し保存，伝承に努めている。また，その
他の取り組みとして，保存会の会員が文間小学校児童に作業唄等の指導をしている。令和元年度においては，
イベント時の衣装が老朽化しているため購入したいとの要望があったことから，補助金の増額をしています。

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

円 円

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

63,000 円 363,000 円

その他 円 円

円事業費　計 63,000 円 63,000 円 363,000

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円

一般財源 63,000 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　県指定無形民俗文化財「利根地固め唄」の保護と継承に貢献
しています。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

「利根地固め唄」を地域に根ざした伝統芸能として継承する必
要があると思います。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　保存会の運営経費の問題や，会員の高齢化に伴い，これ以上
の活動は難しいと考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　補助金等の削減をすると，保存会の活動ができなくなり，県
指定無形民俗文化財「利根地固め唄」の保護と継承ができない
ため，廃止，休止は難しいと考えます。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　県指定無形民俗文化財「利根地固め唄」の保護・継承の観点から、今後も同様に継続していきます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　町からの補助金交付が必要最小限のため削減の余地はないと
考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　町からの補助金の他，会員からの会費により運営をしてい
る。これ以上の会費の負担は見込めないと考えます。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

円事業費　計 円 112,000 円 100,000

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円

一般財源 円 112,000 円 100,000 円

その他 円 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

県支出金 円 円 円

国支出金 円

事業
業績

　「ふるさとを学ぶ」・「利根川図誌を原本で読んでみよう」の講座を１６回開講し，延べ３０７名が受講し
た。特に講座においては，高齢者の参加者が多く，町の歴史に関心を持ってもらうことができました。

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

円 円

新規・継続  事業開始年度 平成 年度

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　利根町や周辺の歴史についての講座を開講し，古き良き利根町を再発見し，地域に愛着が持て
るよう講座受講者に周知することを目的としています。

【01090404】文化財保護費

主な取組
③ふるさと利根町をテーマとした歴史講座の開催 事業 文化財保護保存事業

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 文化財保護保存事業 評価番号 3-4-11-3

担当課 生涯学習課 係 社会教育係

予
算
科
目

会計 【01】一般会計

基
本
計
画

基本方針 【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 項 【010904】社会教育費

施策 【１１】まちの文化遺産の保全 目

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　講座の目的としては，地域に愛着を持つための歴史講座であることから，今後も継続して町の歴史を周知す
るため，講座を開講していきたいと思います。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できますか。

 

　現在の支出は，講座に係る講師謝礼程度であるため，コスト
削減は難しいと思います。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　原則として，町で開講している講座については，受益者負担
を求めていない。（材料費のみ負担）課題として受講料を徴収
した場合，受講者が集客できるか，現講師で，対応が可能なの
か検討が必要となるため，受益者負担は難しいと考えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　講座については，複数の講師により得意とする部門を中心に
講座を進めている。講座では，写真入りの資料も使用してい
る。これ以上内容の充実を図ると経費も膨らんでしまうと考え
ます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　町の歴史の講座は，地域に対する愛着や魅力を再確認するた
め，必要であると考えます。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　歴史に関する講座の開講により，ふるさと利根町の歴史に関
する事業を推進することができました。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　町が事業を行うことにより，幅広く参加者を募集し，よりよ
い講座を開催することができました。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

評価番号

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名

担当課

施策

基本方針

基本施策

予
算
科
目

会計

款

係

町民運動会事業

【01】一般会計

【0109】教育費

【010905】保健体育費

【01090501】保健体育総務費

 町民運動会事業

生涯学習課 社会体育係

【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備

3-4-12-1(1)

主な取組

基
本
計
画

項

目

事業

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり

【１２】生涯スポーツの推進

①生涯スポーツ事業の推進

根拠法令等  　

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　町民を対象に，子どもから高齢者まで幅広い年齢層で誰もが気軽に参加できる総スポーツ祭と
して，多種多様な種目演技を行います。

事業
業績

　利根町総スポーツ祭として，町民の健康増進及び交流機会の提供をする予定であったが，令和元年度は荒天
の為，中止となりました。

円円

円

円

県支出金 円 円 円

国支出金

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

1,237,766 円 673,556 円

その他 円 円

円

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

円

一般財源 1,160,576 円

事業費　計 1,160,576 円 1,237,766 円 673,556

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　町民運動会を通じ，スポーツ意識の向上に努めています。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　町民の総スポーツ祭として，慣例化しており，誰でも参加で
き，町の一大イベントとして行っているため。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　利根町が少子高齢化となっている状況に合わせて，競技やタ
イムスケジュールの見直しをする可能性があると思います。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　利根町の継続イベントとして毎年開催予定です。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似する事業はないと考えます。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　少子高齢化や人口減少により規模の縮小をする可能性も視野に入れ検討していきます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　事業に対して適切な予算をとっているため難しいものと考え
ます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　誰もが気軽に参加し，スポーツ意識の向上に努めている為に
受益者負担を求めておりません。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

【01】一般会計

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

根拠法令等  　 スポーツ基本法

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 スポーツ推進委員事業 評価番号 3-4-12-1(2)

担当課 生涯学習課

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 項 【010905】保健体育費

施策 【１２】生涯スポーツの推進 目

係 社会体育係

予
算
科
目

会計

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　スポーツの推進のための事業の実施に係る連絡調整並びに住民に対するスポーツの実技の指
導，その他スポーツに関する指導及び助言を行っています。

【01090501】保健体育総務費

主な取組
①生涯スポーツ事業の推進 事業  スポーツ推進委員事業

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

基
本
計
画

基本方針

事業
業績

　地域のスポーツの発展に寄与するために，スポーツ推進委員に，多種多様なスポーツの指導者を委嘱するこ
とにより推進体制の一層の充実を図れました。

円 円

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

事業費　計 277,300 円 226,084 円 223,010

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

その他 円 円 円

一般財源 277,300 円

円

226,084 円 223,010 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　主に町スポーツ行事や事業に協力し，町体育事業の推進体制
を発展できました。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　町体育事業や住民の為にスポーツ活動の促進を行うため。ま
た，それに伴い地域活性化ができるものと考えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　現状の事業内容でも推進体制の充実を図れるため余地がない
と考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　町民運動会や駅伝大会等の町体育事業の開催，運営すること
に携わっており，長期的に町のスポーツ事業の振興ができるた
め。また，スポーツ基本法により市町村の教育委員会は，委嘱
することになっています。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似する事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　現時点で必要な事業費で事業の有効性が達成ができているため，また，町体育事業推進に寄与しています。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　現時点で必要な事業費で事業の有効性が達成ができていると
考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　住民の生涯スポーツ活動の促進のための組織の育成や，住民
一般に対してスポーツについての理解を深め，各スポーツ団体
等に対する指導及び助言を行っている為に受益者負担を求めて
おりません。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

【01】一般会計

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 利根町駅伝大会実行委員会補助金 評価番号 3-4-12-2(1)

担当課 生涯学習課

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 項 【010905】保健体育費

施策 【１２】生涯スポーツの推進 目

係 社会体育係

予
算
科
目

会計

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　駅伝大会主催の駅伝大会実行委員会への補助金交付を行っています。

【01090501】保健体育総務費

主な取組
②スポーツ技術・競技力の向上 事業  利根町駅伝大会実行委員会補助金

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

基
本
計
画

基本方針

事業
業績

　補助金を交付することによって地域住民が，駅伝大会を通じて，心身の健康と体力保持増進，近隣市町村と
の交流ができ，生涯スポーツの振興に寄与することができていると考えます。

円 円

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

事業費　計 600,000 円 600,000 円 600,000

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

その他 円 円 円

一般財源 600,000 円

円

600,000 円 600,000 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　地域住民の心身の健康と体力保持増進，近隣市町村との交流
ができると考えます。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　利根町の地域スポーツの推進，地域活性化を図ることができ
ると考えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　コース変更，個人のタイムが計測できる機器を導入すれ　ば，参加
者は増加する思われるが，スタッフ，事業費を増加することにより，
現状で行うのが妥当であるが，より安全性を高めるため，コースの変
更の余地があると考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　スタッフ，参加者からクレームや中止の意見が多く挙がった
場合は廃止・休止の可能性はあると思います。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似する事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　駅伝大会当日の駐車場の場所や，雨天時の対応，冬に行うためスタッフ，参加者の健康管理及び参加者，応
援者の安全性を高めるコースづくり等は改善する余地があると思われます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　現在の補助金でも厳しい面はある。コストを下げたとして，
それが必ずしも成果を下げずに達成できるかはわからないの
で，規模や成果を下げずにコストを下げることは難しいと考え
ます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　町内外を対象として競技性，専門性の高い大会であるため，傷害保
険や利根町のアピールとして賞品を贈与する為に受益者負担を求める
事業である。また，個人のタイム計測機器の導入やコース変更した場
合等は，増額を求めたいと思います。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

【01】一般会計

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 豊島杯体育大会補助金 評価番号 3-4-12-2(2)

担当課 生涯学習課

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 項 【010905】保健体育費

施策 【１２】生涯スポーツの推進 目

係 社会体育係

予
算
科
目

会計

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　利根中学校及び近隣中学校を対象としたバレーボール及びバスケットボール競技による大会を
開催しています。

【01090501】保健体育総務費

主な取組
②スポーツ技術・競技力の向上 事業  豊島杯体育大会補助金

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

基
本
計
画

基本方針

事業
業績

　利根中学校生徒と近隣中学校生徒の交流や親睦が図られ，またバレーボール，バスケットボールを通じて競
技力・技術力の向上が図れました。

円 円

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

事業費　計 28,500 円 28,500 円 28,500

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

その他 円 円 円

一般財源 28,500 円

円

28,500 円 28,500 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　利根中学校生徒と近隣中学校生徒の交流が図れました。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　スポーツを通じ利根中学校生徒が近隣市町村との交流を図れ
ると考えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　現状でも中学生同士の交流やバレーボール，バスケットボー
ルの振興ができていると考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　事業成果が有効なため可能性がないと考えます。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　中学生同士の交流やバレーボール，バスケットボールの振興ができ，現状の補助金で十分な成果があると考
えます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　現状の補助金で十分な成果があるため削減は難しいと考えま
す。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　利根中学校生徒が近隣中学校生徒との交流やスポーツ振興が
でき，体力の増進を図ることが目的である為に受益者負担を求
めておりません。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

【01】一般会計

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 第７４回いきいき茨城ゆめ国体利根町実行委員会補助金 評価番号 3-4-12-3

担当課 生涯学習課

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 項 【010905】保健体育費

施策 【１２】生涯スポーツの推進 目

係 社会体育係

予
算
科
目

会計

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　実行委員会会議の開催。開催に向け参加募集，大会運営，大会会場，コース，PR広報啓発活
動，歓迎，輸送警備等の大会開催に向けての準備業務の推進を図ります。

【01090501】保健体育総務費

主な取組
③第74回国民体育大会ウオーキングの開催 事業

 第７４回いきいき茨城ゆめ国体利根町
実行委員会補助金

新規・継続  事業開始年度 令和 元 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

基
本
計
画

基本方針

事業
業績

　利根町ウオーキング大会は，利根町のPR，自然や歴史を活かした地域スポーツを促進することができたと考
えます。

円 円

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

事業費　計 268,942 円 659,717 円 4,188,511

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

その他 円 円 円

一般財源 268,942 円

円

659,717 円 4,188,511 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　利根町のPRや地域スポーツの促進ができたと考えます。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　利根町の歴史や自然，生涯スポーツの促進を目的としていま
す。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　出店店舗の数や立哨が多かった等の改善を検討していきま
す。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　茨城国体が単年度の事業のため廃止できます。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　茨城国体が終了したため可能性がありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　茨城国体が終了したため廃止いたします。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　本県の国体事業は終了しており，本事業も同時に終了してい
ます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　いきいき茨城ゆめ国体のデモンストレーションスポーツのウ
オーキングを通し，町内外の方に利根町のPRをするために賄い
や啓発品等を贈与する為に受益者負担を求める事業でありま
す。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

【01】一般会計

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 利根町体育協会補助金 評価番号 3-4-12-5(1)

担当課 生涯学習課

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 項 【010905】保健体育費

施策 【１２】生涯スポーツの推進 目

係 社会体育係

予
算
科
目

会計

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　種目別競技団体が，自主的に各々専門競技に伴う活動をしている。また，県主催の研修会や大
会等に参加及び町内大会の開催及び運営をしています。

【01090501】保健体育総務費

主な取組
⑤体育協会，スポーツ少年団の育成と支援 事業  利根町体育協会補助金

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

基
本
計
画

基本方針

事業
業績

　スポーツを通じて，青少年の健全な心の育成とスポーツの振興を図り，住民相互の親睦を通じて明るい町作
りに寄与できました。

円 円

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

事業費　計 616,000 円 616,000 円 616,000

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

その他 円 円 円

一般財源 616,000 円

円

616,000 円 616,000 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　町体育協会に所属している団体，スポーツ少年団がスポーツ
事業を通し，体育競技及びスポーツレベルの向上及び振興がで
きました。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　利根町のスポーツ団体が対象の補助金のため妥当であると考
えます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　加盟団体に対して適切な補助金を交付でき，上記の政策目的
が達成できていると考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　町民体育活動やスポーツクラブの指導育成等を担っているた
め廃止等はできません。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　現状で適切な補助金の交付がなされており，体育競技会の開催や町民体育活動，スポーツクラブの指導育成
等を担っているため現状維持と考えます。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　体育協会やスポーツ少年団の登録団体や人数が減少した場合
は，コストの削減はあり得ると考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　主に町民体育の振興と，町民の健康増進と体力向上，地域社
会づくりに寄与することを目的としている為に受益者負担を求
めておりません。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止



●基本情報

●計画　～PLAN～

名称

 　　　　　（事業終了年度：令和　　 　　　　　　　　　　　年度）

●実施　～DO～

【01】一般会計

【３】誰もが夢を持ち輝き続けるまちづくり 款 【0109】教育費

根拠法令等  　

令和２年度事務事業評価シート　　（評価対象年度　令和元年度）

事業名 学校体育施設開放事業 評価番号 3-4-12-5(2)

担当課 生涯学習課

基本施策 【４】参加しやすい文化・スポーツ環境の整備 項 【010905】保健体育費

施策 【１２】生涯スポーツの推進 目

係 社会体育係

予
算
科
目

会計

実施形態  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　）

事業概要

　学校体育施設を学校教育に支障のない範囲において地域住民のスポーツ活動の場として開放し
ています。

【01090501】保健体育総務費

主な取組
⑤体育協会，スポーツ少年団の育成と支援 事業  学校体育施設開放事業

新規・継続  事業開始年度 年度

事業期間

実施手法  　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）　　　

（すべてチェック）  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

基
本
計
画

基本方針

事業
業績

　スポーツ活動に親しむことができるよう地域住民のスポーツ活動の場として学校体育施設を開放できまし
た。
　また，生涯学習の振興と普及ができました。

円 円

事
業
費

区分 平成２９年度（実績） 平成３０年度（実績） 令和元年度（実績）

財
源
内
訳

事業費　計 324,000 円 302,400 円 306,400

県支出金 円 円 円

国支出金 円

円

地方債 円 円 円

受益者負担金 円 円

その他 円 円 円

一般財源 324,000 円

円

302,400 円 306,400 円

なし あり

新規 継続

期間限定あり 単年度繰り返し 単年度のみ

町が直接実施（直営） 委託 全部委託 一部委託 補助金等

町民協働 指定管理 事務局 その他

町単独 国・県補助事業 国・県補助事業＋町事業（上乗せ） その他

事業開始年度不明



●評価　～CHECK～

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

理
由

●改善　～ＡＣＴＩＯＮ～

妥
当
性

①政策目的との整合性

　事業目的が上位政策（主な取組）の達
成に貢献していますか。

　地域の住民のスポーツ活動の場として開放できました。

②町関与の妥当性

　町が事業主体として事業を行うことが
妥当ですか。

 

　学校施設の設置者である当町が管理している学校施設を一般
に開放する事業のため，町関与は妥当であると考えられます。

有
効
性

③成果の向上余地

　事業内容を工夫することにより成果を
向上させることができますか。

 

　地域住民が無料でスポーツを行える貴重な場所であり，現状
のままでも事業としての効果はあると考えます。

④廃止・休止の可能性

　事業の内容や成果から廃止・休止でき
ますか。

 

　総合体育館等がない現状で，また利用団体や利用者が著しく
減っていないため，考えられません。

⑤類似事業との統廃合・連携の可能性
　類似事業との統廃合・連携を図ること
により成果が期待できますか。

 

　類似事業はありません。

今
後
の
方
向
性

 継続（　　　　　 　　　　 　　　　 　　）

【理由】

　毎年，利用団体や利用人数があり，無料で利用できることも含め現状維持が好ましいと思います。

効
率
性

 ⑥事業費の削減余地

 成果を下げずにコスト削減できます
か。

 

　必要な消耗品や管理委託料があるため，コスト削減はできな
いと考えます。

公
平
性

 ⑦受益者負担の適正化

　事業内容から受益者の負担割合は適正
ですか。

 

　スポーツ活動に親しむことができるように地域住民のスポー
ツ活動の場として開放することが目的であり，利用者の負担を
少なくする為に受益者負担を求めておりません。

貢献している 見直す余地がある

見直す余地がある

見直す余地がある

妥当である

余地がない

可能性がない可能性がある

可能性がある 可能性がない 類似事業はない

余地がない 余地がある

適正である 見直す余地がある

受益者負担を求める事業ではない

現状維持 縮小 改善 拡大 連携統廃合廃止（終了）休止


